
令和 7 年度実施施策に係る政策評価の事前分析表 R7 - ⑱ )

目標 ４－７

令和 8年 8月

基準年度 目標年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

45 85 90 95 98 100 －

80 86 － － － － －

85 85 85 85 － － －

88 87 － － － － －

55 70 70 70 70 70 －

66 78 － － － － －
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測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠 達成年度ごとの実績値

達成すべき目標 東日本大震災等の教訓を踏まえ、災害廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処理について、平時の備えから大規模災害発生時の対応も含めた対策の推進を図る。
政策体系上の

位置付け
４．資源循環政策の推進

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・第六次環境基本計画（令和6年5月21日閣議決定）第3部等
・第五次循環型社会形成推進基本計画（令和６年８月２日閣議決定）５．４．２等
・廃棄物処理施設整備計画（令和５年６月30日閣議決定）２．（５）等
・国土強靱化基本計画  （令和５年７月28日閣議決定）第３章等

（環境省

施策名 大規模災害等の教訓を踏まえた災害廃棄物対策 担当部局名 環境再生・資源循環局環境再生事業担当参事官室災害廃棄物対策室

施策の概要 災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するための対策を推進する。 政策評価実施予定時期 政策評価実施時期

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進基本計画

4

市町村の災
害廃棄物処
理計画におけ
る水害の想定
率(%)

23 R2年度 60 R12年度 第五次循環型社会形成推進基本計画

3

日本海溝・千
島海溝周辺
海溝型地震
防災対策推
進地域におけ
る災害廃棄物
処理に関する
計画策定率
(%)

51 R3年度 70 R7年度

第五次循環型社会形成推進基本計画

2
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化対策率(%)

77 H25年度 85 R7年度
廃棄物処理施設整備計画
国土強靱化基本計画

1

市町村におけ
る災害廃棄物
処理に関する
計画策定率
(%)

8 H25年度 100 R12年度

第五次循環型社会形成推進基本計画5

災害廃棄物に
係る教育・訓
練の実施率
(%)
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(1)

大規模災害に
備えた廃棄物
処理体制検
討・拠点整備
事業
（平成26年
度）

1,2 4845 (5) － － － (9) － － － (13) － － － (17) － － －

(2)

災害等廃棄
物処理事業
費補助金等
（昭和49年
度）

3,4 4841 (6) － － － (10) － － － (14) － － － (18) － － －

(3)

廃棄物処理
施設災害復
旧事業
（平成23年
度）

- 4844 (7) － － － (11) － － － (15) － － － (19) － － －

(4) － － － (8) － － － (12) － － － (16) － － － (20) － － －

目標達成が
出来なかっ
た要因、そ
の他施策の

課題等

関連する指標
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政策評価を行う過程
において使用した資
料その他の情報

【測定指標】

学識経験を有する者
の知見の活用

ＳＤＧｓ目標との関係

【主な目標】 

【副次的効果が期待される目標】 

評
価
結
果

（各行政機関共通区分）

次期目標等
への

反映の方向
性

【施策】

目標達成度
合いの

測定結果
（判断根拠）


